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ダウ・ジョーンズ工業株価平均®（DJIA）は、2026年2月に終値ベースで初めて5

万ドルの大台を超え、130年近くに及ぶダウの歴史において新たな節目を迎えま

した。今回の大台突破は象徴的な出来事として受け止められることもありますが、

ダウが世界で最も長い歴史を持つ株価指数の一つとして、現在もなお米国市場の

変化を的確に映し出していることを改めて示すものとなりました。 

S&P ダウ・ジョーンズ・インデックスの米国株式部門のヘッドであるHamish 

Prestonは、今回の大台突破が示すダウの強靭性、構成銘柄やセクター構成の変

化を通じた指数の進化、さらに米国経済の動向を映し出す指標としてダウが果た

し続けている役割について解説します。 

また、ダウの指数設計が現在のセクター構成にどのような影響を及ぼしているの

かを説明するとともに、ダウに関する一般的な誤解についても取り上げます。さ

らに、より広範な市場をカバーする米国株式ベンチマークが存在する中でも、な

ぜダウが世界の投資家にとって重要な指標であり続けているのかについても解説

します。 

1. ダウ®が２月に終値ベースで初めて5万ドルの大台を超えたことは、約130年に

わたる歴史の中でダウが果たしてきた役割や、時代の変化に適応しながら重要な

指標であり続けてきた力について、何を示しているのでしょうか？ 

ダウは2026年2月6日、約130年の歴史の中で初めて5万ドルの大台を上回って取引を終えまし

た。ダウが「1万ドル刻みの大台」（3万ドル→4万ドル→5万ドル）を超えるのは、2020年代

に入ってから3回目となりました。ある意味当然かもしれませんが、株価水準が上がるほど、

次の大台に到達するのに必要な上昇率は小さくなります。今回、ダウが終値で5万ドルを超え

たのは、前回4万ドルを超えてから2年足らずのことでした。これは、次の「1万ドル刻みの大

台」に到達するペースとしては過去最速となります。 

株価指数の水準が「きりのいい数字」に到達したこと自体に、果たしてどれだけの意味がある

のか、懐疑的な見方もあるかもしれません。しかし、ダウの大台突破は、この指数が過去130

年にわたり、米国株式市場の動きや産業構造の変化を捉える指標として機能してきたことを示

しています。 

 
 
 

本記事は、ETF Streamに最初に掲載されたものです。 

 

最新のリサーチ、教育、及びコメントの受信をご希望の方は、on.spdji.com/signupに登録ください。 

https://www.spglobal.com/spdji/en/indices/equity/dow-jones-industrial-average/#overview
http://on.spdji.com/signup
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図表1：ダウ・ジョーンズ工業株価平均は、130年近くにわたり米国株式市場のパフォーマンスを測定してきた 
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出所：S&P ダウ・ジョーンズ・インデックス。図表は、1896年5月26日から2026年2月5日までのダウ・ジョーンズ工業株価平均の日々の終値を示しています。

過去のパフォーマンスは将来の結果を保証するものではありません。図表は説明目的のために提示されています。 

2. ダウはどのように進化してきたのでしょうか？ 

チャールズ・ダウは19世紀末、「工業会社こそが米国経済の成長を支える重要な原動力になる」と考えました。そこで、1896年5月

26日にダウが誕生しました。こうしたチャールズ・ダウの見立ては正しく、20世紀に入ると、当時の米国株式市場で存在感を増して

いた様々な製造業企業がダウの構成銘柄に採用されました。 

ダウが世界中で支持され続けている背景には、この指数が米国株式市場の重要なトレンドを反映するよう、時代とともに進化してき

たことがあります。実際に、ダウは1896年5月以降、構成銘柄の変更を136回行っています。製造業以外の産業が大きく成長する中で、

DJIAの構成銘柄も見直されてきました（最新の構成銘柄の変更）。 

こうした変更により、ダウ構成銘柄の平均採用期間も変化してきました。ダウ構成銘柄数は1916年に12銘柄から20銘柄へ増加し、さ

らに1928年には現在と同じ30銘柄となりました。この増加により、最初の数十年間は構成銘柄の平均採用期間が短くなりました。そ

の後、構成銘柄の変更が少ない期間が続いたことで、平均採用期間は1980年代半ばに48年まで延びましたが、近年では短期化してい

ます。2026年1月末時点では、平均採用期間は約25年となっています。 

さらに、ダウの活用方法も時代とともに進化を続けています。ダウは米国株式市場の動向を示す指標としての役割に加え、ここ数十

年では世界中の指数連動商品のベンチマークとしても活用されています。2024年末時点で、ダウに連動する金融商品、またはダウを

ベンチマークとする金融商品の運用資産残高は約1,150億ドルに上ると推定されています。また、これらの金融商品が活発に取引さ

れていることは、価格の透明性や市場の効率性を高める上で重要な役割を果たしています。2024年には、ダウに連動する金融商品の

指数換算取引額（IET）は8兆ドルを超えました。 
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https://press.spglobal.com/2024-11-01-NVIDIA-and-Sherwin-Williams-Set-to-Join-Dow-Jones-Industrial-Average-Vistra-to-Join-Dow-Jones-Utility-Average
https://www.indexologyblog.com/2026/02/06/the-dow-hits-50000/
https://www.spglobal.com/spdji/en/indices/equity/dow-jones-industrial-average/#index-linked-product
https://www.spglobal.com/spdji/en/documents/index-news-and-announcements/spdji-indexed-asset-survey-2024.pdf
https://www.spglobal.com/spdji/en/documents/research/research-the-liquidity-landscape-trading-linked-to-sp-djis-indices-in-2024.pdf
https://www.spglobal.com/spdji/en/documents/research/research-the-liquidity-landscape-trading-linked-to-sp-djis-indices-in-2024.pdf
https://www.spglobal.com/spdji/en/indices/equity/dow-jones-industrial-average/#index-linked-product
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3. ダウに関する一般的な誤解にはどのようなものがあるのでしょうか？また、ダウの指数設計は現在のセクター構

成にどのような影響を及ぼしているのでしょうか？ 

米国の株式市場を最初に測定した指数はDJIAであると思われていますが、実際にはダウ・ジョーンズ鉄道株平均が最初の指数でした。

1884年にチャールズ・ダウとエドワード・ジョーンズが算出を開始した鉄道株平均は、米国経済における鉄道の重要性を反映した構

成となっており、この指数の構成銘柄11社のうち9社が鉄道会社でした。この指数は最終的に「ダウ・ジョーンズ輸送株平均」へと発

展し、現在も存続しています。 

指数の歴史的背景だけでなく、「工業株平均」という名称からも、ダウは今日の市場にはそぐわないベンチマークだという誤解もあり

ます。しかし前述の通り、ダウの構成銘柄は時代の潮流に合わせて変化しており、現在のダウはもはや何世代も前のダウではありませ

ん。実際に、ダウが4万ドルから5万ドルへ上昇した際、その上昇分の約半分は、過去30年間に新たに採用された企業によるものでし

た。このことは現在の市場環境を読み解く上で、ダウが依然として重要な指標であることを物語っています。 

ダウのセクター構成比も、ダウが有用な指標であることを示しています。ダウ・ジョーンズ公益株平均が存在するため、公益事業セク

ターの企業はダウに採用されていませんが、現在のダウは、それ以外のほぼすべてのGICSセクターを網羅しています1。また、ダウは

株価加重方式を採用しているため、S&P 500と比較すると、金融セクターや資本財・サービス・セクターの比率が高い一方で、情報技

術セクターやコミュニケーション・サービス・セクターの比率が低くなっています（2026年1月末時点）。それでも、情報技術セクタ

ーは、ダウという伝統ある指数の中で2番目に大きな構成比を占めています。 

4. より広範な市場をカバーする米国株式ベンチマークが存在する中でも、なぜダウは世界の投資家にとって重要な

指標であり続けているのでしょうか？ 

ダウは約130年にわたり米国株式市場の動きを映し続けてきた指数であり、欧州を含む世界中の投資家にとって非常に価値の高い指標

となっています。このように長い歴史を持つことには非常に重要な意味があります。つまり、一定の前提条件のもとで指数のバックテ

ストを行い、米国株式市場が「どのように推移していただろうか」ということを想像する必要がないからです。また、バックテストに

おける前提条件の妥当性や、それを採用した背景、それらが指数の仮想パフォーマンスに与える影響などを考慮する必要もありません。

長年にわたるダウの推移を見れば、様々な環境下で米国株式市場が実際にどのように反応したのかが分かるため、市場の動きを読み解

く有力な手がかりとなります。 

さらに、ダウは米国株式市場の重要なトレンドを反映し続けているだけでなく、S&P 500といったベンチマークとは異なる独自のセク

ター構成を有しています。そのため、特定のセクターへの偏りを抑えた投資アプローチを検討する上で、ダウは有益な指標となる可能

性があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1 2026年1月末時点で、ダウには不動産セクターに属する銘柄も採用されていませんでした。 
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